
（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2041 1 1

（直近）

103.4%

0.90 4,760 0.90 4,800 1.00 5,360 0.90 4,580 111.1%

0.50人 4,000 0.50人 4,000 0.60人 4,680 0.50人 3,900 120.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.40人 760 0.40人 800 0.40人 680 0.40人 680 100.0%

103.7%

83.8%

- 

- 

109.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所 8 8 8 8 8
（2） 延人数 9,178 9,403 9,464 9,588 8,640
（3）
（4）

選択の
理  由

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

私立保育所補助等事業

担当部課名

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

岡田　和也

施策名

私立保育所補助等事業

  （昭和48年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

私立保育園

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

実施期間

24 年度

38,495

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

129,640

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

(予算）(決算）

35,113

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

池田市民間保育所運営費補助金交付要綱・民間保育所に対する助成要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

1,600

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

29,441 29,120

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

114,009

国・府支出金

95,09596,076

受益者負担　Ｂ

私立保育園に対する助成、補助（基本助成・給食助成・0歳児加算･運営費補助）

保育内容の充実、児童福祉の増進及び児童の健全な育成を図る

785

(決算）

143,914

129,811 125,408

25 年度

入所児童が増えていく中で、民間保育所の安定した運
営を維持継続。
幼保一体化をふまえ、学校教育導入研修事業補助金を
減額して継続。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

私立保育所の安定した運営補助に努める。
保育行政に不可欠。引き続き保育内容の向上及び安定
を図っていく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

補助事業事務の一部において委託可能であ
る。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

指
標
値

国庫・大阪府の補助要綱に従い補助

補助内容の精査並びに確認

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

139,334

134,571 130,208 135,000

単位

103,959

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動
活動
活動

成果
成果
成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2840

2041 2

（直近）

98.1%

2.15 11,710 2.20 12,200 1.81 8,628 1.71 7,848 82.3%

1.25 10,000 1.30 10,400 0.91 7,098 0.81 6,318 70.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.90 1,710 0.90 1,800 0.90 1,530 0.90 1,530 100.0%

97.7%

94.2%

103.9%

- 

96.7%

106.3%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 延人数 9,178 9,403 9,464 9,588 8,640
（2）
（3）
（4）

選択の
理  由

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

私立保育所入所事業

31.52

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

354947

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

（認可）私立保育所

岡田　和也

施策名

私立保育所へ運営費を支弁する

私立保育所の安定した運営の維持継続を図る

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

195,824

337033

248945

773,954

781,802

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

351323 330941

242477

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

児童福祉法第24条第1項

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

私立保育所入所事業

私立保育所へ運営費を支弁することにより、
安定した運営の維持継続を図っている

選択の
理　由

入所児童数

引き続き、私立保育所の安定した運営を図る。 引き続き保育内容の向上、運営の安定化を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

運営費は国の制度であり、入所事業は市町
村の責務となっているが、事務の一部アウト
ソーシングは可能である

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

775,431 775,182 760,676

787,141 787,382 769,304

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

31.8428.89 29.65

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

233460

202,599

227424

195,886204,770

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動
活動

成果

成果
成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2041 3 1

（直近）

175.7%

0.20 1,600 0.20 1,600 0.25 1,950 0.20 1,560 125.0%

0.20人 1,600 0.20人 1,600 0.25人 1,950 0.20人 1,560 125.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

168.6%

- 

- 

- 

168.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所 1 1 3 3 3

（2） 延人数 420 399 681 936 936

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

認定保育施設（荘園保育所、きらきら保育園、キッズハウスぞうさん）に対する助成

実施期間

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

認定保育施設補助等事業

事業内容の見直し

待機児童対策及び児童の健全な育成を図る

平成２４年度

認定保育施設補助等事業

岡田　和也

H24/H23
(予算）

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

認定保育施設

11,185 10,587 18,600 27,717

12,785

内

訳

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

12,785

25 年度

(決算） (決算） (決算）

22 年度 23 年度 24 年度

※根拠となる法令の条項までを記入

20,550

２　事業コスト・指標値の推移

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

平成24年度よりきらきら保育園、キッズハウスぞうさんの2園を認定。

認定保育施設に対する助成要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

単位

指
標
値

Ｈ24年度より、2園を新たに認定し、1,2歳児の待
機児解消に努めた。保育所入所希望が非常に多
い現状の中、より早い時期から1,2歳児の待機児
解消に貢献できている。

補助事業事務の一部において委託可能であ
る。

待機児童の解消

補助要件、内容の確認

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

多様な保育施設の運営をサポートし、保育ニーズの増加に対応する。 保育環境の向上と保護者の負担軽減

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

３　成果の達成状況

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

12,187 20,550 29,277

12,187 29,277

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2883

2041 4 1

（直近）

111.7%

0.11人 580 0.11人 553 0.12人 631 0.11 553 109.1%

0.06人 480 0.06人 468 0.07人 546 0.06 468 116.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.05人 100 0.05人 85 0.05人 85 0.05 85 100.0%

113.7%

- 

- 

111.7%

114.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所 6 6 6 6 6

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

３　成果の達成状況

162

753 681 774 715

128

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

553

128 143

173

580

安心、安全な保育環境の維持に努める。 安全な保育環境の確保のため継続する

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

携帯電話の通話料及びボランティア保険を
予算化のみしているため。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策

単位

指
標
値

所（園）内の事故等、緊急時に迅速な対応が
でき、また、所（園）内の安全確保が図れるた
め

保育所・学園等児童の安全確保

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

保育所・園安全対策事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

631 553

143 162

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

任期付短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

受益者負担　Ｂ

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

(決算） (決算） (決算）

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

公立保育所・やまばと学園

岡田　和也

施策名

公立保育所、学園に携帯電話を設置。また周辺パトロールも実施。

公立保育所、学園の安全確保を図る

(予算）

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

保育所・園安全対策事業

  （平成13年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

173

非常勤職員

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2935
2940

2041 5 1

（直近）

96.3%

97.29人 512,820 102.55人 470,120 103.20 448,790 99.00 445,830 100.6%

51.44人 411,520 45.85人 357,630 41.50 323,700 43.30 337,740 90.5%

6.00人 21,600 5.00人 18,000 4.00 14,400 1.00 3,600 80.0%

3.00人 11,100 3.00人 11,100 - 

0 6.00人 16,800 6.00 16,800 5.00 14,000 100.0%

0 0 0 0 - 

39.85人 79,700 45.70人 77,690 48.70 82,790 46.70 79,390 106.6%

95.6%

9.6%

102.2%

511.2%

94.2%

106.9%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 延人数 5,164 5,428 5,721 5,796 5,400
（2）
（3）
（4）

選択の
理  由

３　成果の達成状況

94,245

608,230 566,682 541,767 540,075

28.06

143,773

206

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

417,538

96,562 92,977

22 25

134,278

1,554

466,295

公立保育所の役割を踏まえ、効果的な保育所運営を図る。 公立保育所の適正配置を今後検討。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

保育所の運営事業であり、民営化し私立保
育園として経営をおこなうもしくは児童数の偏
在により民営化が困難な保育所の場合は事
業の運営委託をおこなうことは可能。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策

単位

指
標
値

児童福祉法において保育が必要な児童の保
育が義務付けられており、また要保育児童数
の変動に対応するためにも公立保育所の適
正な運営は必要。

要保育児童数

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

保育所管理事業・保育所運営事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

393,321

496

387,567

281

146,897

1,053

151,539

688

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

児童福祉法第２４条第１項及び第３項

※見直し内容を記入

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

5,165

任期付短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

受益者負担　Ｂ

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

(決算） (決算） (決算）

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

公立保育所

岡田　和也

施策名

円滑な管理運営の実施

良好な保育環境の整備

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

保育所管理運営事業

27.11

  （昭和41年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

6,103

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

その他財源

一般財源

実施期間

任期付職員内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

95,410

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動
活動

成果

成果
成果

継 続 時 限継 続



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2041 6 1

（直近）

100.0%

0.41 2,060 0.41 2,080 0.42 2,056 0.36 1,588 102.4%

0.21人 1,680 0.21人 1,680 0.22人 1,716 0.16人 1,248 104.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20人 380 0.20人 400 0.20人 340 0.20人 340 100.0%

99.9%

102.6%

107.6%

- 

96.8%

107.7%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所・園 5 5 5 5 5

（2） 人 32 29 29 30 30

（3） 人 25 25 19 27 27

（4）

選択の
理  由

26,323 26,299 26,547

13,498

1548

13,294

11637

1590

３　成果の達成状況

6.42 5.62 5.83

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

待機児童が増。継続する。 待機児童が増。継続する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

保育所に空きがあっても、バス利用に限りが
ある。

すでに社会福祉法人及び学校法人に事業
委託している。

地域的偏在に対応

「もりもりキッズ」月平均利用人数

「カルガモ」月平均利用人数

11705

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

安心こども基金広域的保育所利用事業

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

1134711221

1689 1478

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

13,393

25 年度

(決算） (決算） (決算）

22 年度 23 年度 24 年度

13,072

26,303

内

訳

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

子ども・健康部　保育課

池田駅前保育ステーションと保育ステーションを活用し、下記保育所等へ通所する児童。

24,243 24,243 24,243 24,959

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

送迎保育ステーション事業

事業内容の見直し

待機児童解消と保育の地域的偏在に対応する

平成　　年度

送迎保育ステーション事業

岡田　和也担当課長名

担当部課名

　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

池田駅前保育ステーション「カルガモ」と保育ステーション「もりもりキッズ」を活用して「古江
保育所・ふしお台保育所・細河保育園」と「石橋保育所・なかよしこども園」に入所児をバス
で送迎する。

実施期間

H24/H23
(予算）

非常勤職員

その他財源

一般財源

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

6.05

  （平成12　年度　～　）

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2041 7 1

（直近）

100.0%

0.17 750 0.17 760 0.19 872 0.17 716 111.8%

0.07人 560 0.07 560 0.09 702 0.07 546 128.6%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.10人 190 0.10 200 0.10 170 0.10 170 100.0%

104.7%

52.5%

124.5%

- 

136.6%

118.9%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所 1 1 1 1 1

（2） 人 230 282 351 351 351

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

42.05

  （平成13年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

日曜・祝日の保護者の勤務等により、児童が保育に欠けている場合に休日保育を行う。私
立保育所（１所「かるがも」）で保育。

実施期間

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

休日保育利用事業

事業内容の見直し

休日保育の需要への対応を図り、児童福祉の向上を図る。

平成　　年度

休日保育利用事業

岡田　和也

H24/H23
(予算）

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

保育所の入所児童であって、休日に保育の欠ける児童。

1,632 1,632 1,632 1,763

2,382

内

訳

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

865

25 年度

(決算） (決算） (決算）

22 年度 23 年度 24 年度

※根拠となる法令の条項までを記入

1,038

786827

690 846

２　事業コスト・指標値の推移

601

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

休日保育利用事業実施要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

単位

指
標
値

保護者の多様な就労形態に対応している。

社会福祉法人に委託契約している。

入所児童の休日に保育に欠ける児童
の保育に対応する保育所

延べ利用人数

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

多様の勤労形態に対応するため継続する。 多様の勤労形態に対応するため継続する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

３　成果の達成状況

28.97 35.37 36.31

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

2,392 2,504 2,479

760

900

978

413

1053

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ）
財務会計上
の短縮番号

2950

2041 8

（直近）

80.6%

0.98人 4,790 0.73人 2,840 0.76人 2,878 0.73人 2,644 101.3%

0.48人 3,840 0.23人 1,840 0.26人 2,028 0.23人 1,794 110.2%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.50人 950 0.50人 1,000 0.50人 850 0.50人 850 85.0%

90.1%

国・府支出金 100.0%

受益者負担　 Ｂ 79.5%

その他財源 - 

一般財源      86.7%

125.6%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） ( H27)

（1） 人 706 523 528 550 600

（2） 人 48 41 33 50 70

（3）

（4）

選択の
理　由

2,719

4,535

62

2 2

85

5,755

1受益者負担率 Ｂ÷Ａ

非常勤職員

7,530

1,650

125

1,602

6,833

78

病後児保育が必要な児童

病気の回復期にあり、安静の確保に配慮が必要であるが、やむをえない事由により、保護
者が家庭で保育を行う事が困難な満1歳から9歳までの児童の一時保育をする。

事業の対象【誰（何）を】

1

5,5978,526

22 年度

(決算）

23 年度

事
業
コ
ス
ト
等

担当部課名

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ）

２　事業コスト・指標値の推移

第1期実施計画の事業名

財務会計上の事業名

病後児保育運営事業

病後児保育運営事業

（平成16年度　～　）

担当課長名

２４年度実施の事務事業
(２５年度評価実施)

会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

施策名

１　事務事業の概要

少子化への対応と子育て支援

岡田　和也

第 1 期 実 施 計 画 で の
分類 番号 / 事 業番号 / 枝 番号

子育て・健康部　保育課

事業の手段【どうする（させる）ことで】

※根拠となる法令の条項までを記入

事業内容の見直し 平成　　年度

事業の目的【どのような結果を得るか】

実施期間

保護者の子育てと就労の両立を支援する。

実施根拠

3,375

　（平成　　年度～平成　　年度）

4,886事　業　費（千円）

(決算）

24 年度

(予算）
区　　　　　分

(決算）

25 年度

1,602

※見直し内容を記入

内
訳

正職員

再任用短時間勤務職員

アルバイト

H24/H23

3,736

病気の回復期に集団保育ではなく、個別の
配慮が受ける事ができ、保護者が安心して
就労できる。

選択の
理　由

3,933

6,215

人　件　費 （人・千円）

支  出  合  計   Ａ

財
源

1,608

任期付短時間勤務職員

（参考）
 今後のアウトソーシング導入の可否

病後児保育登録者

内　　　　　　　　容

多様な保育サービスのひとつとして、病気回復期の子どもの保育を継続
運営する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

利用者の減、家庭での保育が困難な保護者のために継
続

平成16年度の事業開始より、業務委託

３　成果の達成状況

指
標
値

区　　　　　分 単位

病後児保育所利用者

(

(

一般会計 特別会計

定型事業サービス事業 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 投資的事業

(

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

実 施 未 実 施

(

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

成果活動

活動

活動

活動

成果

成果

成果

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

企業会計



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2041 9 1

（直近）

94.8%

19.80 98,780 20.75 101,360 20.75 96,250 22.35 106,190 100.0%

10.00 80,000 9.95 79,600 9.95 77,610 10.95 85,410 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.40 920 0.40 960 0.40 960 2.00 4,800 100.0%

9.40 17,860 10.40 20,800 10.40 17,680 9.40 15,980 100.0%

94.9%

0.4%

118.6%

- 

82.4%

124.8%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 延べ人数 346 348 314 312 360

（2） 延べ人数 1,461 1,899 1,842 1,900 1,920

（3）

（4）

選択の
理  由

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

やまばと学園管理運営事業

2.37

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

59,331

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　やまばと学園

概ね２歳から就学前の障がいのある子ども

山中　綾子

施策名

保育・訓練相談や療育に必要な保護者への助言・指導を行うとともに、施設・設備の老朽化
に伴う整備・改善を行う。

療育支援の必要な子どもたちが社会の一員として、主体的な生活を送る基礎的な力を養う。

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

46,268

1,514

64,011

4,983

74,536

21,111

127,301

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

60,574 213

2,709

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

やまばと学園管理運営事業

療育を必要としている親子が安心して通園
し、保育・相談・訓練といった必要な療育を受
ける事ができている。

選択の
理　由

入園児童数

要支援児童の受け入れ

児童発達支援センターとして、安定した事業運営に努める。 事業充実に対応した施設が不足している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

児童発達支援センターとして今後も専門療育
の中核施設として充実させていく必要あり。
給食部門については可能と考える。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

19,599 19,166 18,178

118,379 120,526 114,428

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

3.911.94 1.90

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

2,285

57,667

2,295

47,49556,753

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

3012
3022

2041 10

（直近）

106.2%

27.80 140,980 17.80 121,560 38.60 147,890 34.70 146,660 216.9%

14.40 115,200 13.90 111,200 12.70 99,060 13.70 106,860 91.4%

0 0.00 0 1.00 3,600 1.00 3,600 - 

0 2.00 5,800 2.00 5,600 2.00 5,600 100.0%

0.80 1,840 1.90 4,560 1.00 2,400 0.00 0 52.6%

12.60 23,940 14.00 28,000 21.90 37,230 18.00 30,600 156.4%

119.2%

37.1%

98.9%

139.8%

128.3%

82.9%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 1,470 1,446 1,485 1,496 1,320

（2） 人 340 366 446 420 780

（3）

（4）

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名
子ども・健康部
なかよしこども園

　（平成　　年度～平成　　年度）

担当課長名 板谷　幸子

１　事務事業の概要

施策名 少子化への対応と子育て支援

第 １ 期実施計画の事業名 こども園管理運営事業

財務会計上の事業名 こども園管理事業・こども園運営事業

※根拠となる法令の条項までを記入

事業の対象 【誰（何）を】 なかよしこども園

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 こども園（幼保一元化施設）の適正な運営を図る

事業の目的 【どのような結果を得るか】 乳幼児の保育・教育により育ちを保障し、子育ちにかかわる様々な支援の核となる

実施期間   （平成　１９　年度　～　）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 22,466 22,849 24,274 24,601

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

43,319 42,495

  支  出  合  計　Ａ 163,446 144,409

財

源

国・府支出金 578 663

受益者負担　Ｂ

29.43 24.40

172,164

158 164

171,261

246 10

42,010 41,292

単位

受益者負担率　Ｂ÷Ａ 26.50 24.11

一般財源 119,549 101,138 129,750 129,795

長時間児

短時間児

その他財源 113

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

選択の
理　由

保育所及び幼稚園を抱合する施設として、０～就
学前の子どもに対し一貫した保育・教育の提供。ま
た、地域の子育て支援の拠点として、つどいの広
場・親子教室等の開催、障がい児保育の推進など
に力を注いだ。

指
標
値

幼保一体化施設として、質の高い幼児教育・保育の提供に努める。 より充実した保育、教育を実施するために認定を検討.

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

新しい保育制度の動向を踏まえ検討

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2945

2041

（直近）

23.3%

0.35人 2,800 0.35人 2,730 0.45人 3,510 0.35 2,730 128.6%

0.35人 2,800 0.35人 2,730 0.45人 3,510 0.35 2,730 128.6%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

38.5%

0.0%

- 

- 

60.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 5 2 1 5 5

（2） 所 9 9 9 9 9

（3） 件 5 2 1 0 1

（4）

選択の
理  由

再任用短時間勤務職員

25,364

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

23,328

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

公立保育所・民営化した私立保育所

岡田　和也

施策名

保育所生活の環境改善を図る

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

(決算） (決算） (決算）

２　事業コスト・指標値の推移

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

6,919

任期付短時間勤務職員

事　業　費（千円）

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

保育所管理工事

2,796

人  件  費  （人・千円）

正職員

受益者負担　Ｂ

老朽化が進んでいる施設や所庭の遊具類、さらに空調設備などの計画的な改修

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

単位

指
標
値

老朽化等に伴う、施設の外壁・内装改修工事
は、安全面からも必要。

計画に沿って実施

公私立保育所の施設の改修

点検シート活用

安全で快適な施設環境の整備に努める。
施設の老朽化により保育環境が低下、当面は修繕等に
より対応

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

施設の管理・工事の計画については市が判
断する必要があるため

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

12,034

16,223 3,780

4,836 7,290 14,241

３　成果の達成状況

14,307

28,164 18,953 7,290 17,037

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2041

（直近）

102.0%

0.00 0 0.05 400 0.05 390 0.05 390 100.0%

0 0.05 400 0.05 390 0.05 390 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

101.4%

- 

- 

- 

101.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 0 1 1 0 0

（2） 件 0 0 0 1 0

（3）

（4）

選択の
理  由

3,077

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

2,677 2,730

0 3,077 3,120

3,120

老朽化の建具を保育室の窓枠改修はじめ、
改修工事が必要な為

選択の
理　由

事業展開に対応した施設の維持管理に努める。 施設の老朽化。当面、修繕で対応。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

施設の管理・工事の計画については市が判
断する必要があるため

老朽化に伴う建具の改修

相談室の設置

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

分野別リーディング交付金

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

やまばと学園管理工事

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

人  件  費  （人・千円）

正職員

3,904

3486

7,390

0

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 7,000

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　やまばと学園

外来事業相談室の建設

山中　綾子

施策名

２５年度より制度化された「こばと事業」に対し保護者支援が導入されている。相談室を設置
し、保護者支援をする

保護者同士の連携を図り、保護者勉強会を通じて保護者が療育を学び、子どもに対し適切
な対応が出来る。

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

  （平成　　年度　～　） 　（平成23年度～平成25年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2953

2041

（直近）

100.0%

1.38 4,940 1.48 5,840 1.51 5,678 1.48 5,444 102.0%

0.38 3,040 0.48 3,840 0.51 3,978 0.48 3,744 106.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

1.00 1,900 1.00 2,000 1.00 1,700 1.00 1,700 100.0%

99.6%

- 

- 

- 

99.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所 5 5 5 5 5
（2）
（3）
（4）

選択の
理  由

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

  （平成１９年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

入所児童及び保育関係者

岡田　和也

施策名

民間業者に給食調理業務を委託

公立保育所５所での給食の提供をおこなう

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

42,825

37,381

42,825

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

給食業務委託事業

給食内容の充実やコスト面での削減など一
定の成果あり

選択の
理　由

公立保育所の給食調理業務

安い経費で安全でおいしい給食を提供している。 安い経費で安全でおいしい給食を提供している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

平成１９年から業務委託
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

37,078 36,109 36,109

42,018 41,949 41,787

３　成果の達成状況

単位
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

41,949 41,78742,018

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動
活動
活動

成果
成果
成果



2953

（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2041

（直近）

100.0%

4.20 23,920 0.20 1,040 0.20 950 0.20 780 100.0%

2.60 20,800 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20 460 0.10 240 0 0 0.0%

1.40 2,660 0 0.10 170 0 - 

99.3%

- 

- 

- 

99.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 所 1 1 1 1 1

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

  （平成　２２年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部
なかよしこども園

なかよしこども園

板谷　幸子

施策名

民間業者に給食調理業務を委託する

こども園での給食の提供をおこなう

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

12,750

11,970

12,750

(決算）

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

給食業務委託事業

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算）

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

経費の削減を図り、安全でおいしい給食を提
供する。

選択の
理　由

11,970

35,890 13,010 12,920

安い経費で安全でおいしい給食を提供している。 安い経費で安全でおいしい給食を提供している。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

平成22年度から業務委託
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

35,890

11,970 11,970

こども園の給食調理業務

13,010 12,920

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3010

2042 1

（直近）

112.2%

0.00 0 0.51 2,520 0.31 2,418 0.31 2,418 60.8%

0 0.25 2,000 0.31 2,418 0.31 2,418 124.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.26 520 0 0 0.0%

107.4%

- 

- 

- 

107.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 1,315 1,295 1,800 1,800

（2） 千円 5,551 6,374 7,200 7,200

（3）

（4）

選択の
理  由

8,4290 9,050

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

5,909 6,632 7,389

0 8,429 9,050 9,807

３　成果の達成状況

制度の拡充も求められるところだが、費用対効果、利用者のニーズも含め引
き続き検討していく。

制度の拡充も求められるところだが、費用対効果、利用
者のニーズも含め検討していく

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

窓口での対象者への配布のみ
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策

単位

指
標
値

利用者のアンケートではとても好評なため。

申請件数

利用券給付額

平成　　年度

子育て一時預かり利用券給付事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

次世代育成支援行動計、池田市子育て一時預かり利用券給付事業実施要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

(決算）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算）

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

(決算）

保護者の育児不安及び負担を軽減し、育児の疲れをリフレッシュすることで育児に前向きに
取り組める。また、施設や人との出会いのきっかけとなる。

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

9,807

加藤　隆一

施策名

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

保育所に入所していない満１歳～２歳児

その他財源

一般財源

実施期間

子育て一時預かり利用券給付事業

  （平成２３年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

在宅の満１歳から幼稚園年齢に達するまでの２歳児がいる世帯に対し、ふくまる子ども券（５
００円券２０枚綴り）を配布

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 1445

2042 2

（直近）

44.7%

0.50 4,000 0.50 4,000 0.50 3,900 0.50 3,900 100.0%

0.50 4,000 0.50 4,000 0.50 3,900 0.50 3,900 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

62.8%

100.0%

- 

- 

51.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 397 365 367 400 500

（2） 回 1 1 1 1 1

（3） 枚 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

（4） 枚 2,000 2,000 － － －

選択の
理  由

11,990 11,710 7,350 7,800

9,060

7,990 7,710 3,450 3,900

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

平成19年11月1日から池田市エンゼル祝品要綱により実施しているエンゼ
ル祝品制度をエンゼル祝金条例の失効に伴い、平成24年4月1日から内容
を拡大して実施しており、今後も市民の出産の祝福に寄与するため、継続
実施をする。

　平成9年4月1日施行の池田市エンゼル祝金条例は、平成24年3月31
日に失効しているが、平成19年11月1日から池田市エンゼル祝品要綱
により実施しているエンゼル祝品制度を平成24年4月1日から内容を拡
大して現在実施しており、今後も市民の出産の祝福に寄与するため財
政状況を考慮し、継続実施をする。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

子育て支援と活力あるまちづくりに資すること
を目的に、市民の出産の祝福に寄与する。

池田泉州銀行の協力により積立式定期預金
通帳を贈呈。次の原資を池田泉州銀行と市
予算より執行。池田泉州銀行はいずれも
5,000円、市は、第2子：5,000円、第3子：
15,000円、第4子以上：45,000円

子育て支援

子育てのまち池田　いちご応援団配布

池田市ホ－ムペ－ジ、広報いけだ掲載

［池田市定住・少子対策関連施策］配布

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

第2子を対象としていたが、エンゼル祝金条例の失効に伴い、平成24年4月1日からは第2子
以上全てを対象とし実施している。

池田市エンゼル祝品要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成 24 年度

エンゼル祝品交付事業

9,340

2,650 2,650

4,700 5,150

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

2,650

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

新生児の出産に対し、次の該当する額面の積立式定期預金通帳をエンゼル祝品 としてを
支給する。
第2子の出産：1万円、第3子の出産：2万円、第4子以上の出産：5万円

市民の出産を祝福するとともに、次代を担う子どもたちの健やかな成長を願い、子育てを支
援する。

(予算）

2,650

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

子

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

市民生活部総合窓口課

新生児を出産した市民

山田　昌則

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

エンゼル祝品・祝金(エンゼル祝金支給事業)

  （平成 19 年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2980

2042 3

（直近）

135.2%

0.06 480 0.06 480 0.06 468 0.05 390 100.0%

0.06 480 0.06 480 0.06 468 0.05 390 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

131.1%

- 

- 

- 

131.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 20 19 21 21 29
（2）
（3）
（4）

選択の
理  由

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

保育所児童エンゼル補助金交付事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成10年度～平成26年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　保育課

公私立及び認定保育所に通う第４子以上の児童の保護者

岡田　和也

施策名

申請者に補助金を支給

市民の定住を促進及び子育てを支援

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

5,310

4,920

5,310

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

保育所・認可外保育施設児童エンゼル補助金交付要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

保育所児童エンゼル補助金交付事業

多子家庭の子育て支援の一助となっている
選択の
理　由

保護者の経済的負担の軽減

厳しい家計に対応。継続する。 厳しい家計に対応。継続する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

補助事業事務の一部において委託可能であ
る。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

5,251 3,942 5,329

5,731 4,422 5,797

３　成果の達成状況

単位
指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

4,422 5,7975,731

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動
活動
活動

成果
成果
成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5980

2042 4

（直近）

91.3%

0.03 240 0.03 240 0.03 173 0.03 173 100.0%

0.03 240 0.03 240 0.02 156 0.02 156 66.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.01 17 0.01 17 - 

87.9%

- 

- 

- 

87.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 137 146 154 167 176

（2） 人 11 9 8 13 9

（3）

（4）

選択の
理  由

1,344

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

1,376 1,104 1,008

1,616 1,344 1,181

1,181

第４子以上の、子育てにかかる負担の大幅な軽減
に寄与し、『子育て支援のまち　池田』の施策の一
端を担っているため、今後も継続する。

選択の
理　由

本事業は、平成18年度までの時限事業であったが、平成23年度までの時限
事業として延長し、さらに平成24年度以降は期限を定めず、引き続き子育て
支援をおこなっているところである。他のエンゼル関係施策と一体のもので
あるため、今後も全市的に継続の有無を検討する必要がある。

平成２２年度から支給開始の子ども手当と本事業との目的の重複の有
無を検証した結果、子ども手当の支給額は予定額が減額され、年少扶
養控除が廃止されたことなどから、保護者の負担の増は認識している。
本事業は、他のエンゼル関係施策と一体の施策であるため、全市的に
継続の有無を検討すべきである。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

公立幼稚園在園で第4子以上が条件のた
め、件数から委託になじまないと考える。

補助金の交付人数（累計）

補助金の交付人数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

交付条件に『市税の滞納がないこと』を追加

池田市幼稚園エンゼル補助金交付要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成18年度

幼稚園児エンゼル補助金交付事業

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

人  件  費  （人・千円）

正職員

1,781

1,781

1,616

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 1,608

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

管理部　学務課

池田市立幼稚園に通園する第４子以上の園児

藤井　彰三

施策名

エンゼル補助金を交付（入園料・保育料と同額）

子育て支援により子育てしやすい社会にする

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

幼稚園児エンゼル補助金交付事業

  （平成10年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2981

2042 5

（直近）

226.4%

0.05 400 0.10 500 0.15 560 0.15 560 150.0%

0.05 400 0.05 400 0.05 390 0.05 390 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.05 100 0.10 170 0.10 170 200.0%

134.9%

- 

- 

- 

134.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 2 3 7 7 7

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

963

963

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

任期付短時間勤務職員

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

幼稚園児エンゼル補助金交付事業

担当課長名

担当部課名

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

子ども・健康部　子育て支援課

第 １ 期実施計画の事業名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

補助金の交付

幼稚園児エンゼル補助金交付事業

25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

再任用短時間勤務職員

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

(決算）

第4子以上で４・５歳児の私立幼稚園児の保護者

加藤　隆一

施策名 少子化への対応と子育て支援

  （平成10年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

子育て支援、経済的援助、市内定住促進

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

実施期間

H24/H23

403

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

125 283

491

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算）

843

91

625 843

内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

池田市私立幼稚園児の保護者補助金の交付に関する条例及び同施行規則の第２条の第２項

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

３　成果の達成状況

エンゼル関係施策の一環
多子世帯への支援

625

保護者補助金等の他の制度もあり、エンゼル関連施策
全体での見直しも必要

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

件数が少なく導入する意味がない。
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

保護者補助金等の他の制度もあり、エンゼル関連施策全体での見直しも必
要

491

単位

指
標
値

区　　　　　分

財

源

国・府支出金

一般財源

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

選択の
理　由

対象人数

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2991

2042 6

（直近）

102.4%

0.50 2,780 0.60 2,700 0.70 3,020 0.70 3,020 116.7%

0.30 2,400 0.25 2,000 0.30 2,340 0.30 2,340 120.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.20 380 0.35 700 0.40 680 0.40 680 114.3%

102.6%

100.2%

- 

- 

103.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 696 718 681 671 700

（2） 人 1,126 1,151 1,155 1,201 1,200

（3） 人 12 6 5 4 5

（4）

選択の
理  由

123,317

16,484 16,50914,488

選択の
理　由

99,379 103,701

公立幼稚園の民営化に伴う補助金については見直しも必要
公立幼稚園の民営化に伴う補助金については見直しも
必要

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

数日の申請書の集中受付、補助金額の判定
等の複雑な作業について、導入しても担当者
がチェックしなければならないため、費用・時
間ともに効果が少ない

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

公私間格差是正、民営化による経過措置

就園奨励費

民営化による対象者数

保護者補助金

３　成果の達成状況

指
標
値

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

120,185

単位

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

(決算）

106,808

111,087

113,867

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

補助金額の算定に係る基準額の変更及び所得に応じた補助金の交付となるよう見直した

幼稚園就園就学補助金交付要綱、私立幼稚園児の保護者補助金の交付に関する条例、民営化に伴う私立幼稚園児保護者補助金交付要綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

25,593

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算）

132,437

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成25年度

117,485 120,297

経済的負担を軽減、就園の促進

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

担当部課名 子ども・健康部子育て支援課

加藤　隆一

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

実施期間

私立幼稚園児の保護者、民営化された地区の園児の保護者

施策名

補助金の交付

私立幼稚園就園助成事業

  （昭和46年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

財務会計上の事業名 私立幼稚園就園助成事業

第 １ 期実施計画の事業名

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

135,457

109,864

財

源

国・府支出金

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2983

2042 7

（直近）

100.0%

0.06 175 0.08 460 0.07 546 0.07 546 87.5%

0.01 80 0.05 400 0.07 546 0.07 546 140.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.05 95 0.03 60 0 0 0.0%

101.8%

66.0%

- 

- 

255.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 690 805 830 860 900

（2） 回 3,386 3,836 3,322 3,500 4,000

（3）

（4）

選択の
理  由

  （平成　６　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

加藤　隆一

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

ファミリーサポートセンター運営事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

育児の援助を必要とする概ね生後２か月から小学校４年生

「育児の援助を受けたい人」と「育児の援助を行いたい人」を結びつける会員制の育児支援
ネットワークにおいて会員が地域において育児に関する相互援助活動を行うことを支援。

安心して子育てができる環境づくりに資することを目的とする。

(予算）

2631

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

2,253

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

3786

1,751

2500 2500

2,253

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

事業における安全確保及び事故防止のための会員の講習の充実（２４時間の講習会を目
指す）

次世代育成支援行動計画

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成２４年度

ファミリーサポートセンター運営事業

会員数

活動回数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

利用者のニーズ把握・援助会員の確保 利用者のニーズ把握、周知方法の検討

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

安全・安心な支援に努めていく。

社会福祉協議会へ事業委託

4,207 4,207 4,207 4,207

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

4,382 4,667 4,753 4,753

881

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2988

2042 8

（直近）

- 

0.15 915 0.15 920 0.08 354 0.08 354 53.3%

0.10 800 0.10 800 0.03 234 0.03 234 30.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.05 115 0.05 120 0.05 120 0.05 120 100.0%

0 0 0 0 - 

38.5%

- 

- 

- 

38.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 3 0 0 3 3

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

内　　　　　　　　容

920 354

単位区　　　　　分

49 0 0

964 920 354

緊急時の対応
選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

利用人数

国の制度に基づき実施 国の制度に基づき実施

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

児童養護施設に事業委託
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律、子育て短期支援事業実施要
綱

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

458

73

531

854

177

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

実施根拠

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）実施期間

児童を養育している家庭の保護者が疾病等の社会的な事由により、児童の養育が一時的
に困難になった場合、緊急一時的に児童施設において一定期間保護を行う。

児童及び家庭の福祉の向上を図る

第 １ 期実施計画の事業名 子育て短期支援事業

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部　子育て支援課

家庭における養育が困難になった児童、緊急一時的に児童養護施設に保護を必要とする母子等

加藤　隆一

子育て短期支援事業

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

施策名

110

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2999

2042 10

（直近）

94.4%

0.04 137 0.06 300 0.04 312 0.04 312 66.7%

0.01 80 0.03 240 0.04 312 0.04 312 133.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.03 57 0.03 60 0 0 0.0%

101.8%

- 

- 

- 

101.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 組 502 555 522 600 700

（2） 組 847 1,003 953 1,000 1,200

（3）

（4）

選択の
理  由

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

  （平成　１８　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

親子ふれあいＤＡＹ助成事業

事業内容の見直し

親子や地域とのふれあいを推進し、浴場のマナー等も学べる。

平成　２１　年度

親子ふれあいＤＡＹ助成事業

加藤　隆一

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

小学生以下の子ども連れ家族

毎週土曜日に、本市在住者が小学生以下の子どもと同伴で入浴する場合は、当該２人の入浴料金の合計を４００円
とする。割引制度を実施する大阪府公衆浴場業生活衛生同業組合池田市部に対して助成する。

実施期間

H24/H23

84 89

213

内

訳

(予算）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

76 89

401

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

月２回から毎週土曜日実施、５浴場から６浴場に

次世代育成支援行動計画、親子ふれあいＤＡＹ助成事業実施要綱

※見直し内容を記入

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

担当課長名

利用件数（乳幼児）

利用件数（小学生）

213

指
標
値

396

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

入浴者の固定化、利用促進への検討 入浴者の固定化、周知方法の検討

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

利用者が限定されていることと平成２４年に浴
場が１つ閉店した。

市が公衆浴場組合へ事業助成

389 396 401

389

３　成果の達成状況

単位

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3002

2042 11

（直近）

11.1%

0.14 937 0.07 560 0.21 1,028 0.21 1,028 300.0%

0.11 880 0.07 560 0.11 858 0.11 858 157.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.03 57 0 0.10 170 0.10 170 - 

99.5%

11.1%

- 

- 

183.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 冊 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

（2） 冊 0 2,000 0 2,000 0

（3） 冊 0 0 0 2,000 0

（4） 冊 0 0 0 3,000 0

選択の
理  由

1,092 1,087 1,782

560

３　成果の達成状況

単位

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

利用者のニーズの把握・最新情報の発信 利用者のニーズ把握、最新情報の発信

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

地域の力をかりながら、利用者のニーズに
あったものを工夫していく。

企画・立案は可能

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

937

指
標
値

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

担当課長名

いちご応援団

地震から子どもを守るハンドブック

お父さんの子育てハンドブック

公園マップ

1,028

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

毎年内容等の校正や見直しをする

次世代育成支援行動計画

※見直し内容を記入

1,419

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

532

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

59

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

363

59 532 59 754

996

内

訳

(予算）

59

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

就学前の子育て家庭と子育て支援に関わる支援者等

４か月児健診で配布のほかに総合窓口課・健康増進課・地域子育て支援拠点・子育て支援
課の窓口で配布。

実施期間

H24/H23

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

子育て支援パンフレット等作成事業

事業内容の見直し

子育て支援情報を届けることで、必要な支援を必要なときに受け取ることが出来る

平成２４年度

子育て支援パンフレット等作成事業

加藤　隆一

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

  （平成１８年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 3004

2042 12

（直近）

78.9%

3.24 25,920 3.13 17,360 3.00 17,300 3.00 17,300 95.8%

3.24 25,920 1.85 14,800 2.00 15,600 2.00 15,600 108.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 1.28 2,560 1.00 1,700 1.00 1,700 78.1%

89.7%

96.6%

- 

- 

84.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） か所 2 1 1 1 1

（2） か所 3 3 3 3 3

（3） 件 1,055 1,179 1,384 1,200 1,200

（4） 回数 1,078 937 1,051 1,100 1,200

選択の
理  由

  （平成　１９　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

加藤　　隆一

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

地域子育て支援拠点事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子育て・健康部　子育て支援課

就学前の子どもとその保護者

①子育て親子の交流の場の提供と交流の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③地
域の子育て関連情報の提供④子育て及び子育て支援に関する講習等の実施

地域の子育て力を高め、子育てへの不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進す
る。

(予算）

18,237

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

16,644

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

13,770

26,795

13,300 13,300

16,536

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

わたぼうし開設日を週３日から５日へ。

子ども条例（第９条～）・次世代育成支援行動計画

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　２３　年度

地域子育て支援拠点事業

センター型

子育て相談

ひろば型

子育て支援事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

参加しやすい環境の整備、情報発信、プログラム内容の充実
参加しやすい環境の整備、情報発信、プログラム内容の
充実

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

常に利用者等のニーズにあった支援活動を
目指す。拠点事業としての目的や内容を年
度ごとに点検する。

森上学園、荘園保育所に事業委託、
なかよしこども園、古江保育所は直営。

19,112 15,898 12,536 12,644

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

45,032 33,258 29,836 29,944

19,488

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2470

2042 13

（直近）

102.6%

1.60 9,140 2.30 15,400 2.30 11,840 2.30 10,620 100.0%

1.00 8,000 1.80 14,400 1.30 10,140 1.10 8,580 72.2%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.60 1,140 0.50 1,000 1.00 1,700 1.20 2,040 200.0%

100.3%

123.0%

- 

- 

94.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 5,459 5,446 5,334 10,000 -

（2） 円 21,119 24,726 26,741 17,436 -

（3） ％ 100 100 100 100 -

（4） ％ 100 100 100 100 -

選択の
理  由

130,255

201,388

141,936 173,607 174,088 212,008

162,248

　昨年、国及び府において福祉医療制度の改革が検討され、国においては
一部改正がなされている。したがって、それに伴い持続可能な制度の構築
に向け、市民ニーズ、財政見直しなどを総合的に踏まえ昨年より引き続き検
討する。

　現在、国及び府において福祉医療制度の抜本改革が
検討されている。したがって、継続可能な制度の構築に
向け、市民ニーズ、財政見直しなどを総合的に踏まえ検
討する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

　簡易な業務等を外部委託することにより、事
務効率上昇が見込める。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

入院に関する医療費助成対象者の年齢を拡
充し、医療費負担を軽減。

対象者

対象者

一人当たり年間給付額

申　　請

３　成果の達成状況

選択の
理　由

単位

指
標
値

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成24年度

　児童医療費助成事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

132,796 158,207

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

全ての児童を中学生終了まで入院医療費の助成を拡充

　大阪府乳幼児医療費助成要領・池田市児童医療費の助成に関する条例

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

　子育てを支援する。

　少子化への対応と子育て支援

福祉部　保険医療課

(決算）

25 年度

(決算）

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

(決算）

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

受益者負担　Ｂ

137,96798,257

施策名

43679

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

　義務教育終了までの児童

玉手　邦至

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

  （平成　5年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

　市広報誌にて制度についての説明を掲載した上、　医療費負担の一部を助成する

非常勤職員

実施根拠

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

その他財源

一般財源

実施期間

　児童医療費助成事業

事業内容の見直し

区　　　　　分

167,409

35640 43,833 44,599

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2894

2042 14

（直近）

100.0%

0.77 3,110 0.50 2,200 1.24 4,182 1.24 4,182 248.0%

0.27 2,160 0.20 1,600 0.34 2,652 0.34 2,652 170.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.50 950 0.30 600 0.90 1,530 0.90 1,530 300.0%

188.4%

- 

- 

- 

188.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 2 3 3 5 5

（2） 人 71 69 63 100 100

（3）

（4）

選択の
理  由

  （平成１７年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

加藤　隆一

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

子ども・子育て会議運営事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

子ども、子育て中の方

子育て支援の政策プロセスに参画・関与することができる仕組みを検討する

当事者のニーズに即し、効果的・効率的な制度運用のために具体的で実質的な議論が出
来る

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

5,757

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

3,155 4,223

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

子ども条例の一部改正

子ども条例（第１７条）・次世代育成支援行動計画

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成２３年度

子ども・子育て会議運営事業

子ども・子育て会議の開催

子ども見守り隊の募集・登録

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

平成２７年度実施に向けて、本市の子ども・子育て支援事業計画の策定や
幼保一体化推進について会議で検討

平成２７年度実施に向けて、本市の子ども・子育て支援
事業計画の策定や幼保一体化推進について会議で検
討

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

子ども・子育て関連３法の趣旨とポイントを確認し、
具体的な取組みの中から本市の子育て支援の充
実のための施策を議論したり提言を受けていく場と
なるため

池田市子ども・子育て事業計画策定のため
のニーズ調査の委託

45 41 41 1,575

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

3,155 2,241 4,223 5,757

2,241

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2042 15

（直近）

86.1%

2.65 11,765 4.04 14,320 4.06 13,368 4.06 13,368 100.5%

1.10 8,800 1.04 8,320 1.06 8,268 1.06 8,268 101.9%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.05 115 0 0 0 - 

1.50 2,850 3.00 6,000 3.00 5,100 3.00 5,100 100.0%

86.1%

81.8%

- 

- 

118.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 149,587 159,359 158,695 153,543 155,296

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

非常勤職員

アルバイト

任期付短時間勤務職員

一般財源

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

子ども手当等給付事業

担当部課名 子ども・健康部 子育て支援課

加藤　隆一担当課長名

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

15歳以下の子どもを養育する親など

事
業
コ
ス
ト
等

  （平成24年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

1,636,797

※根拠となる法令の条項までを記入

受益者負担　Ｂ

その他財源

２　事業コスト・指標値の推移

1,447,840

H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

実施期間

1,611,000

施策名

児童手当（子ども手当）の給付

次代の社会を担う子どもの育ちを社会全体で支援する

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

263,082

1,361,286

278,748

平成24年度

1,624,368

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

1,769,028

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

平成24年度より児童手当へ法改正,過年度分は旧児童手当・子ども手当を合算

児童手当法、平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

３　成果の達成状況

子ども手当等給付事業

国の制度に基づき実施しているため
選択の
理　由

対象児童延人数

国の制度に基づき実施 国の制度に基づき実施

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

現況届事務、窓口業務
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

1,849,164 1,990,658 1,713,220

1,860,929 2,004,978 1,726,588

単位

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

235,950224,132

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 1450

2043 2

（直近）

100.0%

0.10 800 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0.10 800 0.10 800 0.10 780 0.10 780 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

98.0%

- 

- 

- 

98.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 組 390 386 371 500 500

（2） 回 1 1 1 1 1

（3） 枚 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

（4） 枚 2,000 2,000 － － －

選択の
理  由

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当部課名 市民生活部総合窓口課

担当課長名 山田　昌則

１　事務事業の概要

施策名 少子化への対応と子育て支援

第 １ 期実施計画の事業名 結婚祝品交付事業

財務会計上の事業名 結婚祝品交付事業

事業の対象 【誰（何）を】 婚姻届を提出した市民

事業の手段 【どうする（させる）ことで】 市民が婚姻届を提出したときに結婚祝品を支給する。

事業の目的 【どのような結果を得るか】 結婚を祝福し、池田市への定住指向を醸成する。

実施期間   （平成    年度　～　） 　（平成 9 年度～平成 28 年度）

事業内容の見直し 平成　　年度

※見直し内容を記入

実施根拠

※根拠となる法令の条項までを記入 池田市結婚祝品支給要綱

２　事業コスト・指標値の推移

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分
22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

H24/H23
(決算） (決算） (決算） (予算）

事　業　費（千円） 192 192 192 240

人  件  費  （人・千円）

内

訳

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

  支  出  合  計　Ａ 992 992 972 1,020

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源 992 992 972 1,020

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容 単位

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

支給品は、いけだサンシ－㈱から予算により
購入し、総合窓口課において贈呈。

定住促進

池田市ホ－ムペ－ジ掲載

子育てのまち池田　いちご応援団配布

［池田市定住・少子対策関連施策］配布

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し
評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

　平成9年4月1日から池田市結婚祝品支給要綱により実施しており、平成24
年3月に更に5年間延長している。今後も市民の結婚の祝福に寄与するため
継続実施をする。

　平成9年4月1日から池田市結婚祝品支給要綱により実
施しており、平成24年3月に更に5年間延長している。今
後も市民の結婚の祝福に寄与するため継続実施をす
る。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

本市を愛する意識と定住指向を醸成し、活力
あるまちづくりに資することを目的に、市民の
結婚の祝福に寄与する。

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 2990

2043 3

（直近）

154.5%

90.50 184,410 90.60 194,800 89.85 170,280 91.85 173,680 99.2%

0.60 4,800 0.80 6,400 0.35 2,730 0.35 2,730 43.8%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

22.00 50,600 22.00 52,800 22.00 52,800 22.00 52,800 100.0%

67.90 129,010 67.80 135,600 67.50 114,750 69.50 118,150 99.6%

89.1%

101.7%

101.9%

- 

83.9%

114.4%

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 617 629 618 611 620

（2） 日 288 289 287 288 288

（3）

（4）

選択の
理  由

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

非常勤職員

アルバイト

28,315

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

内

訳

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

施策名

市立小学校の留守家庭児童会室で運営。留守家庭児童を対象に、放課後や長期休業期
間に生活指導を行う。

楽しい集団生活をさせ、豊かな心情と健康な身体、健全な成長を図る。

第 １ 期実施計画の事業名 留守家庭児童会運営事業

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

昼間留守になる家庭の児童で小学1～3年生（要配慮児童は6年生まで）

加藤　隆一

留守家庭児童会運営事業

5,598

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

実施根拠

  （昭和41年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）実施期間

人  件  費  （人・千円）

正職員

118,006

29,952

31,320

179,278

134,071

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

30,167 30,692

事　業　費（千円）

28,641

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

保育料の徴収、指導員をボランティアではなく非常勤嘱託員・アルバイト職員として採用、留
守家庭児童会室の改修

児童福祉法第6条の12、放課後児童育成事業交付要綱、池田市留守家庭児童会条例

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成16年度

子ども・子育て関連3法に基づき見直しが必要 子ども・子育て関連3法に基づき見直しが必要

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

他市ですでに委託している事例がある
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

子育て支援として重要度が高い
選択の
理　由

３　成果の達成状況

指
標
値

在籍者数

5,337 5,120 7,911

189,747 199,920 178,191

118,858

17.4714.42 14.05 16.07

単位区　　　　　分

開設日数

内　　　　　　　　容

141,658

27,361 28,095

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限継 続 時 限継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2044 1

（直近）

57.3%

1.36 10,026 1.90 14,900 1.43 11,154 1.43 11,154 75.3%

1.22 9,760 1.85 14,800 1.43 11,154 1.43 11,154 77.3%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.14 266 0.05 100 0 0 0.0%

73.3%

113.5%

- 

- 

68.8%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 149 196 191 190 190

（2） 回 55 46 61 60 60

（3） 人 149 250 192 100 100

（4） 回 138 101 100 100

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

1,712

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

児童家庭相談事業

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

池田市在住の児童（0歳～18歳）及びその家族

加藤　隆一

施策名

電話・面談・訪問等による相談及び虐待対応。池田市要保護児童対策地域協議会を運営実施し、関係機関との連
携やネットワークの充実を図る。講演会等で子どもに関わる支援者のスキルアップを図る。

住民に身近な相談窓口として、子どもとその家族に関する相談に応じ、地域で安心して子育てができる環境を作
る。子どもに関わる関係機関と連携を強化し、要保護児童及び要支援児童を早期発見・早期対応することで重篤な
事態を防ぎ虐待を未然に防ぐ。

11,874

8,663

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 720

1,638 1,859

人  件  費  （人・千円）

正職員

9,138

2,736

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

児童福祉法

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

児童家庭相談事業

相談件数や対象ケース数の増加により、増員も含め体制の整備を検討
相談件数や対象ケース数の増加により、増員も含め体制
の整備を検討

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

ケースの生活状況及び家族関係や家族歴等
のプライバシーを扱うため。

相談件数

講演会参加者

要保護児童対策地域協議会

11,983

10,124

対応困難ケースの増加に伴い、家庭訪問等
の個別対応や、支援のネットワークである要
保護児童対策地域協議会の体制強化が重
要であるため。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

家庭訪問

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

349 1,448 829

10,375 16,348

14,710

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

2044 2

（直近）

521.1%

0.68 5,257 0.64 5,060 0.97 7,566 0.97 7,566 151.6%

0.65 5,200 0.63 5,040 0.97 7,566 0.97 7,566 154.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.03 57 0.01 20 0 0 0.0%

206.3%

569.1%

- 

- 

147.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 31 50 52 52 52

（2） 回 2 24 44 56 56

（3） 部 2,000 2,000 48,600 2,000 2,000

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成18年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

1,510

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

児童虐待発生予防事業

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

少子化への対応と子育て支援

子ども・健康部子育て支援課

市民及び市職員

加藤隆一

施策名

健康増進課と連携し、健診未受診のうち把握が困難な家庭を訪問し、子どもの状況確認を行う。子どもに関わる施
設を訪問し啓発活動に取り組む。市職員を中心に、児童虐待防止運動（オレンジリボンキャンペーン）に取り組む。

児童虐待を未然に防止する。子どもに関わる関係機関との連携を強化し、顔の見える関係を作ることで虐待の早期
発見・早期対応ができる。市民に身近な市職員がオレンジリボンキャンペーンに取り組むことで、広く市民への啓発
となる。

9,566

5,257

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 2,000

836 4,758

人  件  費  （人・千円）

正職員

8,566

1000

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

児童福祉法

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

児童虐待発生予防事業

児童虐待発生件数の増加や重大な事件になっている現状を踏まえ、未然
予防や関係機関の連携が必要

児童虐待発生件数の増加や重大な事件になっている現
状を踏まえ、未然予防や関係機関の連携が必要

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

児童家庭相談事業とリンクする事業であるた
め。

啓発訪問

児童虐待防止啓発チラシ・グッズ

プログラム実施

12,324

7,566

継続して親支援プログラムを実施し、さらには
子ども自身に力をつける支援プログラム実施
に取り組み児童虐待の防止に努める。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

1,510 913 4,758

6,767 5,973

5,137

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


